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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２．売上高は消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）抜きの金額である。  

３．１株当たり四半期（当期）純損失のため、記載していない。 

２【事業の内容】 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な

関係会社に異動はない。  

  

３【関係会社の状況】 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。  

  

回次 
第102期 

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第101期 

会計期間 
自平成20年４月１日 
至平成20年６月30日 

自平成19年４月１日 
至平成20年３月31日 

売上高（百万円） 147,440 647,846 

経常利益（百万円） 1,414 11,222 

四半期（当期）純損失（△）  

（百万円） 
△502 △10,310 

純資産額（百万円） 127,178 128,997 

総資産額（百万円） 538,195 540,473 

１株当たり純資産額（円） 220.36 223.61 

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 
△0.92 △19.00 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 

(注)３

－ 

(注)３

－ 

自己資本比率（％） 22.3 22.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
1,417 25,018 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△4,285 △25,051 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△3,382 △9,028 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
26,823 33,006 

従業員数（人） 14,636 14,084 
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４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数である。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数である。 

第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績及び受注状況 



２【経営上の重要な契約等】 

 建材事業における業務提携について 

 当社と三協・立山ホールディングス株式会社（以下、三協・立山ＨＤ）は、平成20年４月25日付けでそれぞれの

子会社で行っている建材事業における経営効率の一層の改善を目指した業務提携について基本合意した。 

①業務提携の目的 

 アルミニウム建材業界において、原材料・燃料価格の上昇や需要の低迷と競争の激化が続くなど、事業環境はま

すます厳しくなっており、業界各社においてはコストダウンなど収益改善の推進が急務となっている。このような

中、当社と三協・立山ＨＤは、それぞれの子会社である新日軽株式会社と三協立山アルミ株式会社における一層の

コストダウンを早急に実現するため、双方の生産設備、物流インフラを相互に活用するなど、全面的な業務提携を

実施していく。 

②業務提携の概要 

(ⅰ)相互ＯＥＭ供給など、各々が保有する生産設備の相互活用を推進することによる製造コスト低減 

(ⅱ)原料・部品等の共同購買の推進による調達コスト低減 

(ⅲ)各々が保有する物流インフラの相互活用の推進による物流コスト低減 

(ⅳ)その他、当事者が合意する業務領域におけるコスト低減 

  

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成20年８月８日）現在において当社グループが判断したも

のである。 

 なお、当連結会計年度は四半期報告制度の適用初年度のため、比較分析に用いた前年同期数値は監査法人によるレ

ビューを受けていない。 

  

(1) 業績の状況  

 当第1四半期におけるわが国経済は、原油や原材料価格の高騰による物価の上昇や、米国における金融不安と景気

減速を背景とした企業業績の伸び悩みなどにより、個人消費、住宅投資の低迷や企業設備投資における慎重姿勢が顕

在化するなど、景気の減速感が強まった。 

 当社グループにおいては、電機・電子関連分野への販売は概ね堅調を維持したものの、建設分野における需要低迷

が続いたほか、北米向け輸出が急減している自動車分野向けの各種製品の販売が減少した。また、採算面において

は、主要原料であるアルミ地金をはじめ、諸資材の価格上昇などが収益の圧迫要因となり、各分野において販売価格

の是正に取り組んだ。 

 当社グループの当第1四半期の連結業績については、売上高は、前年同期に比べ58億51百万円(3.8%)減の1,474億40

百万円となり、収益面では、営業利益は19億２百万円(48.7%)減の20億円、経常利益は７億64百万円(35.1%)減の14億

14百万円となった。また、四半期純損益については、前年同期の10億19百万円の利益から15億21百万円悪化し、５億

２百万円の損失となった。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

（アルミナ・化成品、地金） 

 アルミナ・化成品部門においては、建材向け水酸化アルミニウムの出荷が低調であったものの、耐火材向けアルミ

ナ、電機・電子材料向けアルミナ・水酸化アルミニウムや化学品関連製品の出荷が堅調に推移した。この部門では、

主原料であるボーキサイトの価格上昇、品位低下による原単位悪化や重油、各種化学品原料などの価格上昇が収益圧

迫要因となったが、各種製品におけるコスト削減の徹底や価格是正など、収益力の維持に努めた。 

 地金部門においては、主力である自動車分野向け二次合金の分野で、国内販売量がユーザーの北米向け輸出不振の

影響を受け減少したものの、海外生産拠点において増販を達成できたことから、全体の販売量では前年同期に比べ増

加したが、原料市況の変動にスライドして販売単価が下落したことから売上高は減少した。また、燃料等の価格上昇

など、コスト上昇分を販売価格に転嫁できず、採算面では厳しい状況が続いた。 

 以上の結果、アルミナ・化成品、地金セグメントの売上高は前年同期に比べ89百万円(0.2%)減の386億10百万円、

営業利益は２億73百万円(9.3%)減の26億75百万円となった。 

（板、押出製品） 

 板部門においては、電機・電子分野で、半導体・液晶製造装置向け厚板などの出荷が回復したが、印刷板が減少し

たことや建材向けなどの低迷が続いたことなどにより全体の販売量は前年同期並みにとどまった。 

 押出部門においては、トラック向け部材、建築関連で販売量の減少が続いたが、自動車部品、鉄道車両、電機・電

子の分野で増加したため、全体では前年同期に比べ増加した。 

 両部門においても業務全般にわたるコスト削減に努めたが、加工に係わる原燃料、資材価格の上昇が大きな収益圧

迫要因となった。また、特に板部門においては、法人税法の改正を契機に、機械装置等の耐用年数を変更したことに
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らないと考える。 

 従って、当社は、特定の者又はグループ（特定の者又はグループを以下「買付者」という。）による、当社の財

務及び事業の方針の決定を支配することを目的とする株券等の大規模買付であっても、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではない。また、株式公開会社として当社株券等

の自由な売買が認められている以上、買付者の大規模な買付行為に応じて当社株券等を売却するか否かは、 終的

には株主の判断に委ねられるべきものである。 

 しかしながら、株券等の大規模買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明

白な侵害をもたらすもの、株主に株券等の売却を強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や株主が買付の

条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないも

のなど、不適切なものも少なくない。 







（２）【新株予約権等の状況】 

①当社は、旧商法に基づき新株予約権付社債を発行している。 

2009年９月30日満期ゼロ・クーポン円建転換社債型新株予約権付社債（平成16年７月26日発行） 

 （注）当社が本社債の全部を任意に償還する場合には、当該償還日の５銀行営業日前までとする。また、当社が本社債

につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益喪失時に行使期間は終了する。 

  

②当社は、会社法に基づき新株予約権付社債を発行している。 

2016年９月30日満期ゼロ・クーポン円建転換制限条項付転換社債型新株予約権付社債（平成18年７月21日発行） 

 （注）１．当社が本社債の全部を任意に償還する場合には、当該償還日の５銀行営業日前まで、本新株予約権付社債の

所持人の選択による繰上償還（プットオプション）によりその保有される本社債を償還する場合には、本新

株予約権付社債の所持人により新株予約権行使受付代理人兼支払代理人に対して取消不能の償還請求書が預

託されるまでとする。また、当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益喪失時に行使

期間は終了する。 

 
第１四半期会計期間末現在 
（平成20年６月30日） 

新株予約権の数（個） 1,990 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 28,570,714 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 350 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月９日～ 
平成21年９月16日   
（注）             

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  350 

資本組入額 175 

新株予約権の行使の条件   各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
  新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付され
たものであり、社債からの分離譲渡はできない。 

代用払込みに関する事項 
  本新株予約権１個の行使に際しては、当該新株予約権
に係る社債を出資するものとし、当該社債の価額は、そ
の発行価額と同額とする。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

新株予約権付社債の残高（百万円） 9,961 

 
第１四半期会計期間末現在 
（平成20年６月30日） 

新株予約権の数（個） 4,000 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 49,507,389 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 406 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月４日～ 
平成28年９月16日   
（注）１           

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  406 

資本組入額 203 

新株予約権の行使の条件   （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
  新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付され
たものであり、社債からの分離譲渡はできない。 

代用払込みに関する事項 
 本新株予約権１個の行使に際しては、当該新株予約権
に係る本社債を出資するものとし、当該社債の価額は、
その払込金額と同額とする。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

新株予約権付社債の残高（百万円） 20,080 
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（６）【議決権の状況】 

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。 

  

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が 124,000株（議決権の数 124個）含ま

れている。 

２．「完全議決権株式（その他）」には、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式

が 2,000株（議決権の数 2個）が含まれている。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が 2,000株ある。なお、当

該株式は「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれている。 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         518,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     538,108,000 538,108 － 

単元未満株式 普通株式       6,500,049 － 一単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数              545,126,049 － － 

総株主の議決権 － 538,108 － 

平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

当社 
東京都品川区東品川

２丁目２番20号 
465,000 －  465,000 0.09 

タカコー建材株式会社 
茨城県水戸市笠原町

1532番地３ 
52,000 －  52,000 0.01 

株式会社東邦アーステッ

ク 

新潟市中央区東中通

１番町86番地51 
1,000 －  1,000 0.00 

計 － 518,000 －  518,000 0.10 





１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 27,113 31,287

受取手形及び売掛金 168,786 174,848

商品及び製品 31,304 31,098

仕掛品 39,087 33,329

原材料及び貯蔵品 23,566 22,498

その他 21,469 20,334

貸倒引当金 △2,195 △2,311

流動資産合計 309,130 311,083

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  60,465 ※1  60,357

機械装置及び運搬具（純額） ※1  45,250 ※1  44,932

工具、器具及び備品（純額） ※1  5,657 ※1  5,295

土地 63,579 63,603

建設仮勘定 4,670 5,056

有形固定資産合計 179,621 179,243

無形固定資産   

のれん 1,839 1,984

その他 4,408 4,205

無形固定資産合計 6,247 6,189

投資その他の資産   

その他 45,045 45,611

貸倒引当金 △1,848 △1,653

投資その他の資産合計 43,197 43,958

固定資産合計 229,065 229,390

資産合計 538,195 540,473

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 108,065 108,112

短期借入金 124,604 119,496

未払法人税等 1,365 2,435

その他 41,700 40,502

流動負債合計 275,734 270,545

固定負債   

社債 30,681 30,648

長期借入金 66,551 72,996

退職給付引当金 28,683 28,145

その他 9,368 9,142

固定負債合計 135,283 140,931

負債合計 411,017 411,476
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 39,085 39,085

資本剰余金 25,420 25,420

利益剰余金 51,775 53,911

自己株式 △129 △122

株主資本合計 116,151 118,294



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 147,440

売上原価 122,724

売上総利益 24,716

販売費及び一般管理費 ※1  22,716

営業利益 2,000

営業外収益  

為替差益 378

その他 938

営業外収益合計 1,316

営業外費用  

支払利息 949

過年度退職給付費用 506

その他 447

営業外費用合計 1,902

経常利益 1,414

税金等調整前四半期純利益 1,414

法人税、住民税及び事業税 1,604

法人税等調整額 162

法人税等合計 1,766

少数株主利益 150

四半期純損失（△） △502
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の

変更 

(1）連結の範囲の変更 

 当第１四半期連結会計期間より、日軽（上海）汽車配件有限公司は新たに子会社

として設立したため、連結の範囲に含めている。 

(2）変更後の連結子会社の数 

  114社 

２．会計処理基準に関する事項

の変更 

(1）「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法に

基づく原価法によっていたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに

伴い、主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定している。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ160

百万円減少している。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。 

    

(2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の

適用 

 当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処



【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 該当事項はない。 

  

【追加情報】 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算

定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したもの

と著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積高を算定している。 

２．たな卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前

連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっ

ている。 

 また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっている。 

３．固定資産の減価償却費の算

定方法 

 定率法を採用している固定資産について、連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっている。 

４．法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算定方

法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重

要なものに限定する方法によっている。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末の検討において

使用した将来の業績予想やタックス・プランニングに、前連結会計年度末からの重

要な一時差異の変動を加味したものを使用する方法によっている。 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度法人税法の改正を契機として、資産の利

用状況を見直した結果、当第１四半期連結会計期間より、機械装置等の耐用年数を変更している。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ319百万円減少している。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

  

(1）※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 

325,844百万円

  

(1）※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 

322,992百万円

(2）受取手形割引高 

  

527百万円 (2）受取手形割引高 

  

520百万円

(3）偶発債務 

① 下記連結会社以外の会社等の借入債務等に対する

債務保証は以下のとおりである。 

(3）偶発債務 

① 下記連結会社以外の会社等の借入債務等に対する

債務保証は以下のとおりである。 

  

  

日本アサハンアルミニウム㈱ 7,118百万円

（64,390千米ドルを含む） 

（うち共同保証による実質他社 

負担額 1,780） 

YHSインターナショナル・リミテ



（株主資本等関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額  

(2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

  

 該当事項はない。 

株式の種類 
当第１四半期 

連結会計期間末 

普通株式（千株） 545,126 

株式の種類 
当第１四半期 

連結会計期間末 

普通株式（千株） 666 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成20年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 1,634 利益剰余金 3.00 平成20年３月31日 平成20年６月27日
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社グループの事業区分の方法は、アルミニウムに関する製品の種類・性質・製造形態を考慮して区分して

いる。 

 （注）２．各事業区分の主要製品 

  (注）３． 会計処理の方法の変更 

（「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用）  

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法に基づく原価法によってい

たが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18

年７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定している。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第１四半期連結会計期間の営業利益は、「アルミナ・

化成品、地金」が36百万円、「加工製品、関連事業」が124百万円減少している。 

  (注）４． 追加情報 

当社及び国内連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度法人税法の改正を契機とし

て、資産の利用状況を見直した結果、当第１四半期連結会計期間より、機械装置等の耐用年数を変更してい

る。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第１四半期連結会計期間の営業利益は、「アルミナ・

化成品、地金」が98百万円、「板、押出製品」が87百万円、「加工製品、関連事業」が86百万円減少し、営

業損失は、「建材製品」が48百万円増加している。 

  

 

アルミナ・
化成品、 

地金 
（百万円） 

板、押出 
製品 

（百万円） 

加工製品、
関連事業 

（百万円） 

建材製品 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 38,610 20,017 60,714 28,099 147,440 － 147,440 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
21,913 7,915 4,025 870 34,723 (34,723) － 

計 60,523 27,932 64,739 28,969 182,163 (34,723) 147,440 

営業利益又は営業損失（△） 2,675 451 2,504 △2,852 2,778 (778) 2,000 

事業区分 主要製品 

アルミナ・化成品、地金 アルミナ、水酸化アルミニウム、各種化学品、アルミニウム地金・合金 

板、押出製品 アルミニウム板、アルミニウム押出製品 

加工製品、関連事業 

電子材料、産業部品、景観関連製品、冷凍・冷蔵庫用パネル、箔、パウ

ダー・ペースト、輸送関連製品等のアルミニウム加工製品、炭素製品、

運送、情報処理、保険代理、リース 

建材製品 ビル用建材、店舗用建材、住宅用建材 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失であるため記載していない。 

 ２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はない。 

  

（リース取引関係） 

 著しい変動がないため、記載していない。 

  

２【その他】 

 該当事項はない。 

  

  

  

  

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額  220円36銭 １株当たり純資産額 223円61銭

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △０円92銭

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

四半期純損失（△）（百万円） △502 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △502 

普通株式の期中平均株式数（千株） 544,480 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年８月８日

日本軽金属株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渋谷 道夫  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 和田 榮一  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 狩野 茂行  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 加藤 秀満  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本軽金属株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本軽金属株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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